
別紙（10－3）

番号

1,115,425

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

＜0＞

25年度概算要求額

1,210,675

Ⅲ－４－１

22年度 24年度23年度

1,368,975

0

＜0＞ ＜0＞

0

21年度

＜0＞

0

1,368,975

＜0＞

＜0＞

＜0＞

＜0＞

1,123,127

＜0＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

＜0＞

1,004,997

00

＜0＞

1,656,762

0

2,974,941

＜0＞

1,656,762

＜0＞

＜0＞

＜0＞

○予算要求
　平成２３年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、労働時間の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を推進するために必
要な予算を継続して要求することとした。

　労働時間等の設定改善に向けた取組の推進
　（平成25年度予算概算要求額：1,115,425千円）

【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

2,974,941

＜0＞
繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

評価方式
労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を推進
すること

政策名

＜0＞

＜0＞

1,993,304

予
算
の
状
況

執行額（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険特
別

労災勘定

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

○○○,○○○

仕事と生活の調和の推進に必要な経費

項

仕事生活調和推進費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

政策名

の内数

予算額

合計

労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を推進すること Ⅲ－４－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

小計

1,210,675

の内数

24年度
当初予算額

1,210,675

の内数

25年度
概算要求額

1,115,425

1,115,425

1,210,675

の内数

の内数

の内数

の内数

○○○,○○○

の内数

の内数

の内数

1,115,425
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番号 Ⅲ－４－２

21年度

8,661,809

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

＜2,060,679＞

25年度概算要求額22年度 24年度23年度

9,501,342

＜2,086,489＞

＜0＞

9,943,935

＜2,203,915＞

9,302,820

0

＜26,886,939＞ ＜0＞

0

＜0＞

11,986,755

＜2,422,947＞

計（千円）

0

＜0＞

00

9,016,862

＜0＞

＜2,019,431＞

-198,522

平成２３年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、豊かで安定した勤労者生活の実現を図るために必要な予算を継続して要求すること
とした。
（平成25年度予算概算要求額：8,661,809千円）

【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

11,986,755

＜0＞
繰 越 し 等 （ 千 円 ）

9,943,935

0
補 正 予 算 （ 千 円 ）

9,021,377

＜2,196,454＞

＜2,203,915＞

9,358,379

評価方式豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること政策名

＜2,419,372＞

＜2,422,947＞

10,823,231

予
算
の
状
況

執行額（千円）

＜26,886,939＞

＜2,086,047＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険特
別

労災勘定

● 2
労働保険特
別

雇用勘定

● 3
労働保険特
別

雇用勘定

● 4

◆ 1
労働保険特
別

労災勘定

◆ 2
労働保険特
別

労災勘定

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

170,084

中小企業退職金共済等事業に必要な経費

項

中小企業退職金共済等事業費

中小企業退職金共済等事業費 中小企業退職金共済等事業に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

政策名

の内数

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備必要な経
費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備必要な経
費

予算額

合計

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること Ⅲ－４－２

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費交付金に必要
な経費

独立行政法人勤労者退職金共済機構
運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

小計

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

8,846,778

の内数

24年度
当初予算額

2,040,481

6,371,104

435,193

の内数

36,030

＜2,060,679＞

110,183

48,161

25年度
概算要求額

1,984,067

6,486,586

32,812

8,503,465

9,016,862

の内数

2,024,649

116,024

54,060

＜2,060,679＞ の内数

の内数

の内数

158,344

の内数

＜2,019,431＞ の内数

＜2,019,431＞ の内数

8,661,809

1,885,571

133,860
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番号

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成24年度予算に引き続き、集団的労使関係ルールの確立及び普及等を図るとともに集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図るための経費を要求。

執行額（千円）
1,236,901 1,218,084 1,196,408

＜2,419,372＞ ＜2,196,454＞ ＜2,086,047＞

計（千円）
1,325,712 1,290,153 1,244,819

＜2,422,947＞ ＜2,203,915＞ ＜3,331,308＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

1,152,800

＜2,422,947＞ ＜2,203,915＞ ＜2,086,489＞ ＜2,060,679＞ ＜2,019,431＞

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
1,341,937 1,290,153 1,244,819 1,228,500

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-16,225 0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名
労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルー
ルの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切
な解決を図ること

評価方式 総合･実績･事業 Ⅲ－６－１
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 中央労働委員会

● 2
労働保険特
別

雇用勘定

◆ 1 一般 厚生労働本省

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2
労働保険特
別

雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

801,611 759,928

426,889 392,872

小計

合計
1,228,500 1,152,800

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

＜2,060,679＞ の内数 ＜2,019,431＞ の内数

小計

小計 ＜2,060,679＞ の内数 ＜2,019,431＞ の内数

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

2,024,649 1,885,571

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費補助金
に必要な経費

36,030 133,860

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

426,889 392,872

安定した労使関係等の形成の促進に必要な経費 419,427 408,974

項 事項
24年度

当初予算額

労使関係安定形成促進費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名
労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図
るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること

Ⅲ－６－１

対応表に
おいて●
となって
いるもの

350,954382,184

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

予　算　科　目 予算額

25年度
概算要求額

労使関係等安定形成促進費 安定した労使関係等の形成の促進に必要な経費

整理番号
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番号

＜2,419,372＞

＜2,422,947＞

1,418,183

24年度

1,561,815

＜2,203,915＞

22年度

1,515,310

＜2,086,489＞ ＜2,060,679＞

【政策ごとの予算額等】

Ⅲ－７－１

＜2,019,431＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
21,756

1,620,352

23年度21年度

＜2,422,947＞

評価方式個別労働紛争の解決の促進を図ること政策名

-120

1,586,544

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

予
算
の
状
況

1,489,230

＜2,086,489＞＜2,203,915＞

1,642,1081,489,110
計（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成２４年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、総合労働相談窓口の運営等に必要な予算を重点的に要求する一方、不用が生じてい
た経費について経費縮減を図り、予算の増額要求を行った。

1,472,538

＜2,196,454＞ ＜2,086,047＞

1,561,905

1,561,815

執行額（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 都道府県労働局 -1,568

● 2
労働保険特
別

労災勘定 -1,177

● 3
労働保険特
別

雇用勘定 -1,177

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 労働保険特別雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 労働保険特別雇用勘定 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

＜2,019,431＞ の内数

＜2,019,431＞ の内数

1,586,544

1,885,571

133,860

の内数

の内数

-3,922

25年度
概算要求額

77,125

754,713

754,706

1,586,544

の内数

の内数

2,024,649

36,030

1,515,310

の内数

24年度
当初予算額

84,338

715,490

715,482

＜2,060,679＞ の内数

の内数

1,515,310

＜2,060,679＞

の内数

予算額

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必
要な経費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費

小計

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な
経費

合計

個別労働紛争の解決の促進を図ること Ⅲ－７－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

政策名

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

個別労働紛争対策に必要な経費

項

個別労働紛争対策費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

個別労働紛争対策に必要な経費個別労働紛争対策費

-3,922
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 Ⅲ－７－１
（千円）

24年度
当初
予算額

25年度
概算要求額

増減

● 1 84,338 77,125 △ 7,213 △ 1,568

● 2 715,490 754,713 39,223 △ 1,177

● 3 715,482 754,706 39,224 △ 1,177

△ 3,922

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号

モニタリング結果を踏まえ、総合労働相談窓口の運営等に必要な予算を重点的
に要求する一方、不用が生じていた経費について経費縮減を図り、予算の増額
要求を行った。

合計

予算額

個別労働紛争の解決の促進を図ること

個別労働紛争対策の推進

個別労働紛争対策の推進

個別労働紛争対策の推進

政策名

政策評価結果の概算要求への反映内容

モニタリング結果を踏まえ、あっせん制度の運営に必要な予算を要求する一
方、不用の生じていた経費について経費縮減を図り、予算の減額要求を行っ
た。

モニタリング結果を踏まえ、総合労働相談窓口の運営等に必要な予算を重点的
に要求する一方、不用が生じていた経費について経費縮減を図り、予算の増額
要求を行った。
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番号評価方式労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること政策名

＜0＞

＜0＞

104,705,958

予
算
の
状
況

執行額（千円）

131,780,951

92,841,562

23年度

＜0＞

【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

108,021,803

＜0＞
繰 越 し 等 （ 千 円 ）

109,752,257

0

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

＜0＞

23,011,113

＜0＞

計（千円）

平成２５年度概算要求においては、平成２４年度における政策評価等を踏まえ、より効果的に施策を実行できるよう、事務費の一部について単価等の見
直しを行うことにより経費の削減を図るとともに、算定基礎調査及び滞納整理について、対象の重点化等により一層効果的に実施する。また、口座振替
制度を全事業主へ拡大したこととともに、納付督励の外部委託化により、事業主における利便性向上及び業務の更なる効率化を図り、収納率の向上を目
指す。

＜0＞

＜0＞

105,236,865

＜0＞

＜0＞

100,572,926

75,280

108,694,558

＜0＞

＜0＞

0 0

＜0＞ ＜0＞

75,612,338

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

＜0＞

25年度概算要求額22年度 24年度

Ⅲ－８－１

21年度

108,021,803

＜0＞

109,752,257

＜0＞



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1
労働保険
特別

徴収勘定 -

● 2
労働保険
特別

徴収勘定 -

● 3
労働保険
特別

徴収勘定 -

◆ 1
労働保険
特別

労災勘定

◆ 2
労働保険
特別

雇用勘定

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

＜ ＞ ＜ ＞

-

75,612,338

48,474,954

の内数

92,841,562

の内数

25年度
概算要求額

18,336,939

8,800,445

27,137,384

24年度
当初予算額

14,388,143

8,722,283

7,129,896

22,279,317

26,195,637

30,240,322

36,303,668

26,297,572

小計

合計

労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること Ⅲ－８－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れに必要な経費

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れに必要な経費

政策名

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

62,601,240

労働保険適用徴収業務に必要な経費

項

業務取扱費

業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

予算額

小計

労働保険適用徴収システムの最適化実施に必要な経費業務取扱費

保険料返還金等徴収勘定へ繰入

保険料返還金等徴収勘定へ繰入
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